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下池 周作
Shusaku Shimoike

出 身 地

経 　 歴

趣 　 味

座右の銘 

鹿児島県

中央大学を卒業後、芙蓉
オートリース株式会社に
入社。約3年間勤務後、下
積みとして株式会社イス
ト（現株式会社サーヴォ）
を経て2012年に株式会
社センコウに入社。17年
より現職の専務取締役。

読書、コーヒー、整理整頓

水滴石穿（すいてきせきせん）

1983年2月5日

一言で言うとおもしろかった
です。自社の置かれてる状況
や頭の中を整理することが
でき、貴重な経験をたくさん
させてもらいました。中でも
思い出深いのは合宿です。限
られた時間内にチームで取
り組み成果を出す難しさ、そ
の過程がとても勉強になり
ました。こういう強い刺激は
日常の中でなかなか体験で
きないので、毎年9月になる
と思い出します。最後に立案
した3カ年計画も予定通り実
現できつつあります。絵に描
いた餅で終わらないよう、引
き続き取り組んでいきます。

経営者養成スクールを受講して

ユニフォームを通して皆さまの
事業発展のお手伝いをしたい
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ウッドショックの本県への影響
関連産業への影響前 編

メリカや中国を中心とした木材需要増などにより、世界的に木

材が不足、価格が高騰している。日本においても輸入材のほ

かに、国産・県産の素材（丸太）・製材品価格が急激に上昇し「ウッド

ショック」と呼ばれる状況となっている。

　本稿（前編）では「ウッドショック」の本県林業・木材産業への影響を

まとめた。業界によって影響には濃淡があるものの、関係者は一様に

今後の動向を注視している。

　10月号の後編では、同産業への追い風や具体的取り組みを紹介

し、今後の課題などを探る。

ア
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コロナ禍を踏まえた
リモートワークについて
―「前向き企業」、４分の１程度にとどまる

プラスワン①

［調査の概要］

●コロナ禍を踏まえたリモートワークの導入状況をたずねたところ、「リモートワークをしていない」が76％
と最も多かった。「リモートワークに前向きな企業」は24％と全体の４分の１弱となった。

●業種別にみると、小売業で「リモートワークに前向きな企業」が30％と最も多く、次いで製造業（29％）、
卸売業（27％）、その他産業（18％）、建設業（16％）の順となった。

●リモートワークを導入しない理由は「業種的に活用できない」が84％と最も多かった。

●調査時期　2021年６月下旬（第164回県内企業・業況調査時）
●調査方法　インターネット及び郵送

●対象企業　県内主要企業500社
●回答状況　316社（回答率 63.2％）

調査の概要

　
コ
ロ
ナ
禍
を
踏
ま
え
た
リ
モ
ー
ト
ワ
ー

ク
の
導
入
状
況
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、「
リ

モ
ー
ト
ワ
ー
ク
を
し
て
い
な
い
」が
76
％
と

最
も
多
か
っ
た（
図
表
１
）。
ま
た「
リ
モ
ー

ト
ワ
ー
ク
に
前
向
き
な
企
業
」
注
１
は
24
％

と
全
体
の
４
分
の
１
に
も
満
た
な
か
っ
た
。

業
種
別
に
み
る
と
、
小
売
業
で
「
リ
モ
ー

ト
ワ
ー
ク
に
前
向
き
な
企
業
」
が
30
％

と
最
も
多
く
、
次
い
で
製
造
業
（
29
％
）、

卸
売
業
（
27
％
）、
そ
の
他
産
業
（
18
％
）、

建
設
業
（
16
％
）
の
順
と
な
っ
た
。

　
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
の
継
続
に
つ
い
て
は
、

「（
コ
ロ
ナ
禍
後
も
）
続
け
る
」
が
44
％
、

「（
コ
ロ
ナ
禍
後
は
）
し
な
い
」
が
９
％
、

「
現
時
点
で
は
分
か
ら
な
い
」
が
47
％
と

な
っ
た
（
図
表
２
）。
業
種
別
に
見
る
と
、

小
売
業
で
「（
コ
ロ
ナ
禍
後
も
）
続
け
る
」

が
64
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
製
造
業

（
42
％
）、
そ
の
他
産
業
（
40
％
）、
卸
売

業
（
38
％
）、建
設
業
（
29
％
）
の
順
と
な
っ

た
。
ま
た
、建
設
業
で
「（
コ
ロ
ナ
禍
後
は
）

し
な
い
」
が
43
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で

卸
売
業
（
13
％
）、
製
造
業
（
８
％
）
の

順
と
な
っ
た
。
小
売
業
と
そ
の
他
産
業
で

は
「（
コ
ロ
ナ
禍
後
は
）
し
な
い
」
を
選
択

し
た
企
業
は
な
か
っ
た
。

　
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
を
導
入
し

な
い
理
由
を
み
る
と
、「
業
種

的
に
活
用
で
き
な
い
」が
84
％
、

「
特
に
必
要
が
な
い
」
が
21
％
、

「
情
報
漏
え
い
な
ど
の
リ
ス
ク

を
考
慮
」
が
７
％
、「
導
入
を

担
当
で
き
る
人
員
が
い
な
い
」

が
５
％
と
な
っ
た
（
図
表
３
）。

　
業
種
別
に
見
る
と
、「
業
種

的
に
活
用
で
き
な
い
」
で
卸
売

業
と
小
売
業
が
92
％
と
他
業
種

に
比
べ
て
最
も
多
い
一
方
、
建

設
業
は
68
％
と
最
も
少
な
か
っ

た
（
図
表
４
）。
ま
た
、「
特
に

必
要
が
な
い
」
で
建
設
業
が

30
％
と
他
業
種
に
比
べ
て
最
も

多
い
一
方
、
小
売
業
が
16
％
と

最
も
少
な
か
っ
た
（
図
表
５
）。

こ
の
こ
と
か
ら
小
売
業
は
業
種

的
に
活
用
が
困
難
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
の
必

要
に
迫
ら
れ
て
本
部
機
能
の
リ
モ
ー
ト

ワ
ー
ク
の
導
入
を
進
め
て
い
る
こ
と
、
建

設
業
は
本
部
機
能
に
若
干
の
導
入
余
地
が

あ
る
も
の
の
、
建
設
現
場
に
お
け
る
新
型

コ
ロ
ナ
対
策
の
必
要
性
の
少
な
さ
か
ら
導

入
が
進
ん
で
い
な
い
こ
と
が
う
か
が
え

る
。

　
も
と
も
と
「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ

ン
ス
（
仕
事
と
生
活
の
調
和
）注
２
」
実
現

の
た
め
推
奨
さ
れ
た
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
。

２
０
２
０
年
の
年
初
か
ら
の
コ
ロ
ナ
禍
以

降
は
感
染
防
止
対
策
と
し
て
必
要
に
迫
ら

れ
導
入
が
進
ん
だ
。
今
回
調
査
で
も
店
舗

閉
鎖
や
操
業
停
止
の
リ
ス
ク
を
か
か
え
る

小
売
業
や
製
造
業
が
本
部
機
能
の
リ
モ
ー

ト
ワ
ー
ク
化
を
前
向
き
に
進
め
た
こ
と
が

う
か
が
え
る
結
果
と
な
っ
た
。

　
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
自
体
に
は
対
応
困
難

な
業
務
の
存
在
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

面
で
の
生
産
性
に
お
け
る
限
界
な
ど
課
題

が
あ
る
。
た
だ
今
後
は
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク

と
オ
フ
ィ
ス
、
そ
れ
ぞ
れ
の
利
点
を
組
み

合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ

フ
・
バ
ラ
ン
ス
を
実
現
す
る
た
め
に
も
、

定
着
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。（

山
下
　
貴
）

４
分
の
３
超
が「
リ
モ
ー
ト

ワ
ー
ク
を
し
て
い
な
い
」

「（
コ
ロ
ナ
禍
後
も
）リ
モ
ー
ト

ワ
ー
ク
を
続
け
る
」が
４
割
超

「
業
種
的
に
活
用
で
き
な
い
」が

８
割
超
│
導
入
し
な
い
理
由

お
わ
り
に

注
１
）
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
に
前
向
き
な
企
業
…
「（
コ
ロ
ナ
禍

前
か
ら
）
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
を
始
め
て
い
た
」（
２
％
）、

「（
コ
ロ
ナ
禍
後
に
）
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
を
始
め
た
」

（
18
％
）、「
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
を
検
討
（
予
定
）」（
４
％
）

の
合
計

注
２
）
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
（
仕
事
と
生
活
の
調
和
）

…
や
り
が
い
や
充
実
感
を
感
じ
な
が
ら
働
き
、
仕
事
上

の
責
任
を
果
た
す
一
方
で
、
家
族
、
地
域
、
自
己
啓
発

等
に
係
る
個
人
の
健
康
な
豊
か
な
生
活
を
お
く
る
こ

と
。
政
府
は
２
０
０
７
年
、「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
憲
章
」
を
掲
げ
た
。

（コロナ禍前から）リモートワークを始めていた （コロナ禍後に）リモートワークを始めた

リモートワークを検討(予定) リモートワークをしていない

（ｎ＝316）図表１　コロナ禍を踏まえたリモートワークの導入

全業種

製造業

建設業

卸業者

小売業

その他産業

0 10 20 30 40 50 60 70 80
（%）

90 100

2 18 4 76

3 23 3 71

11 5 84

3 21 3 73

4 24 2 70

2 11 5 82
18

30

27

16

29

24

注）・「（コロナ禍後に）リモートワークを始めた」、「リモートワークを検討（予定）」の企業のみ回答
　・四捨五入のため合計が100にならない箇所がある

（ｎ＝68）図表2　リモートワークの継続について

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（%）

全業種

製造業

建設業

卸業者

小売業

その他産業

（コロナ禍後も）続ける　　　（コロナ禍後は）しない　　　現時点では分からない

44 9 47

42 8 50

29 43 29

38 13 50

64 36

40 60

（ｎ＝239）

（%）

図表３　リモートワークを導入しない理由

0 20 40 60 80 100

業種的に活用できない

特に必要がない

情報漏えいなどのリスクを考慮

導入を担当できる人員がいない

コミュニケーションに不安がある

勤怠管理が難しいから

具体的な取り組み方法が分からない

金銭的な余裕がないから

その他

注）・複数回答
　・「リモートワークをしていない」企業のみ回答

84

21

7

5

4

4

3

1

3

図表４　「業種的に活用できない」の選択割合

注）・複数回答
　・「リモートワークをしていない」企業のみ回答

0 20 40 60 80 100

全業種

製造業

建設業

卸業者

小売業

その他産業

（%）

84

85

68

92

92

84

図表５　「特に必要がない」の選択割合

注）・複数回答
　・「リモートワークをしていない」企業のみ回答

0 5 10 15 20 25 30 35

全業種

製造業

建設業

卸業者

小売業

その他産業

（%）

21

23

30

17

16

17
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コ
ロ
ナ
禍
を
踏
ま
え
た
事
業
の
再
構
築

に
つ
い
て
は
、「
事
業
の
再
構
築
に
前
向

き
な
企
業
」
注
は
38
％
と
な
っ
た
。
一
方
、

「
事
業
の
再
構
築
を
す
る
つ
も
り
は
な
い
」

は
30
％
と
な
っ
た
。「
未
定
」
は
31
％
だ
っ

た
（
図
表
１
）。

　
業
種
別
に
見
る
と
そ
の
他
産
業
で
「
事

業
の
再
構
築
に
前
向
き
な
企
業
」
が
49
％

と
最
も
多
く
、
次
い
で
小
売
業
が
40
％
、

製
造
業
と
卸
売
業
が
と
も
に
39
％
、
建
設

業
が
15
％
と
な
っ
た
。
建
設
業
は
「
事
業

の
再
構
築
を
す
る
つ
も
り
は
な
い
」
が

43
％
と
他
業
種
に
比
べ
て
最
も
多
く
、
事

業
の
再
構
築
に
取
り
組
み
に
く
い
状
況
が

う
か
が
え
る
結
果
と
な
っ
た
。

　
事
業
再
構
築
の
内
容
を
み
る
と
、「
事

業
の
多
角
化
」
が
39
％
と
最
も
多
く
、
次

い
で
「
新
規
事
業
参
入
」（
33
％
）、「
事

業
部
門
の
整
理
（
縮
小
）」（
24
％
）、「
業

務
の
内
製
化
」（
22
％
）
が
続
い
た
（
図

表
２
）。

　
本
調
査
と
同
時
に
行
わ
れ
た
第
１
６
４

回
業
況
調
査
で
は
「
そ
の
他
産
業
」
の

業
況
Ｄ
Ｉ
が
マ
イ
ナ
ス
44
と
業
種
別
で
最

も
低
調
だ
っ
た
。
そ
の
他
産
業
の
業
況
Ｄ

Ｉ
の
低
迷
は
２
０
２
０
年
の
年
初
か
ら
の

コ
ロ
ナ
禍
以
降
続
い
て
お
り
、
観
光
業
や

飲
食
業
な
ど
を
中
心
に
そ
の
他
産
業
は
コ

ロ
ナ
禍
で
大
き
な
打
撃
を
受
け
て
い
る
。

　
本
調
査
で
は
そ
の
他
産
業
に
お
け
る

「
事
業
の
再
構
築
に
前
向
き
な
企
業
」
が

約
半
数
と
業
種
別
で
最
も
多
く
な
り
、
コ

ロ
ナ
禍
の
苦
境
に
よ
り
や
む
に
や
ま
れ
ず

事
業
の
再
構
築
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
う

か
が
え
る
結
果
と
な
っ
た
。

　
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
の
社
会
は
、
以
前
と

異
な
る
社
会
に
な
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。

コ
ロ
ナ
禍
の
な
か
再
構
築
し
た
事
業
は
未

来
の
社
会
と
も
適
合
す
る
可
能
性
を
秘
め

る
。
現
在
行
わ
れ
る
、
事
業
の
再
構
築
が

や
む
に
や
ま
れ
ぬ
窮
余
の
策
だ
と
し
て

も
、
コ
ロ
ナ
収
束
後
の
未
来
に
大
き
な
飛

躍
の
礎
（
い
し
ず
え
）
と
な
る
こ
と
を
願

い
た
い
。

（
山
下
　
貴
）

コロナ禍を踏まえた
事業の再構築について
―「事業の再構築に前向きな企業」が約４割

プラスワン②

［調査の概要］
●コロナ禍を踏まえた事業の再構築については、「事業の再構築に前向きな企業」は38％となった。一方、
「事業の再構築をするつもりはない」は30％となった。

●業種別に見ると、その他産業で「事業の再構築に前向きな企業」が49％と最も多かった。建設業は「事業
の再構築をするつもりはない」が43％と他業種に比べて最も多く、事業の再構築に取り組みにくい状況
がうかがえる結果となった。

●事業再構築の内容をみると、「事業の多角化」が39％と最も多く、次いで「新規事業参入」（33％）が続いた。

●調査時期　2021年6月下旬（第164回県内企業・業況調査時）
●調査方法　インターネット及び郵送

●対象企業　県内主要企業500社
●回答状況　312社（回答率 62.4％）

調査の概要
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事
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が
４
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く

│
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業
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構
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の
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お
わ
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に

注
）
事
業
の
再
構
築
に
前
向
き
な
企
業
…
「
す
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に
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業
の
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行
っ
た
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10
％
）、「
事
業
の
構
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に
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て
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」（
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）、「
今
後
、
事
業
の
再
構
築
を
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す
る

予
定
」（
12
％
）
の
合
計

注）四捨五入のため合計が100にならない箇所がある。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全業種

製造業

建設業

卸業者

小売業

その他産業

10 16 12 30 31

13 12 14 29 32

5 5 5 43 43

3 24 12 30 30

12 14 14 33 29

12 24 13 24 26

（ｎ＝312）

（%）

図表１　コロナ禍を踏まえた事業の再構築

すでに事業の再構築を行った 事業の再構築について計画中
今後、事業の再構築を検討する予定 事業の再構築をするつもりはない　　　　未定
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39
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49
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（ｎ＝118）

（%）

図表２　事業再構築の内容

事業の多角化

新規事業参入

事業部門の整理（縮小）

業務の内製化

国内客の取り込み強化

業務の外注化

海外輸出の強化

その他

注）・複数回答
　・「すでに事業の再構築を行った」、「事業の再構築について計画中」、「今後、事業の再構築を検討する予定」の企業のみ回答

39

33

24

22

16

15

9

5

MONTHLY ECONOMIC MAGAZINE  |  17




